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裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律施行規

則 
 

（平成十八年四月二十八日法務省令第五十二号） 

 

裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（平成十六年法律第百五十一号）及び

裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律施行令（平成十八年政令第百八十六号）

の規定に基づき、並びに同法を実施するため、裁判外紛争解決手続の利用の促進に関す

る法律施行規則を次のように定める。 

 

（実質的支配者等） 

第一条 裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（以下「法」という。）第六条

第四号の申請者の実質的支配者等は、次の各号に掲げる者とする。ただし、事業上の

関係からみて申請者（法第六条に規定する申請者をいう。以下同じ。）の事業の方針

の決定を支配すること及びその事業に重要な影響を与えることができないことが明ら

かであると認められる者は、この限りでない。 

一 特定の者が自己の計算において所有している議決権と当該特定の者と出資、人事、

資金、技術、取引等において緊密な関係があることにより当該特定の者の意思と同

一の内容の議決権を行使すると認められる者及び当該特定の者の意思と同一の内容

の議決権を行使することに同意している者が所有している議決権とを合わせて、申

請者（個人を除く。）の議決権の三分の一以上を占めている場合（当該特定の者が

自己の計算において議決権を所有していない場合を含む。）における当該特定の者 

二 申請者（個人を除く。）の役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあ

るものの代表者又は管理人を含む。以下同じ。）である者又は役員であった者 

三 前号に掲げる者を代表者（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるもの

の代表者又は管理人を含む。以下第六号、次条、第五条第五号及び第六条第二項第

三号において同じ。）とする者 

四 申請者（個人に限る。）を役員若しくは使用人とする者又はこれらとしていたこ

とがある者 

五 申請者（個人に限る。）又は申請者（個人を除く。）の役員の三親等以内の親族

である者 

六 前号に掲げる者を代表者とする者 

七 申請者（個人を除く。）の役員である者の三分の一以上を役員若しくは使用人と

する者又はこれらとしていたことがある者 

八 申請者との間で申請者の事業の方針の決定を支配する契約を締結している者 

九 特定の者が申請者の資金調達額（貸借対照表の負債の部に計上されているものに

限る。以下この号及び次条第九号において同じ。）の総額の三分の一以上について

融資（債務の保証及び担保の提供を含む。以下この号及び次条第九号において同

じ。）を行っている場合（当該特定の者と出資、人事、資金、技術、取引等におい

て緊密な関係のある者が行う融資の額を合わせて資金調達額の総額の三分の一以上
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となる場合を含む。）における当該特定の者 

十 前各号に掲げる者のほか申請者の事業の方針の決定を支配していることが推測さ

れる事実が存在する者 

十一 特定の者が前各号に掲げる者に対して、前各号（第二号から第六号までを除く。

以下この号において同じ。）に規定する前各号に掲げる者の申請者に対する関係と

同様の関係を有する場合における当該特定の者 

十二 第一号から第十号までに掲げる者が特定の者に対して、次条各号（第二号から

第六号まで及び第十一号を除く。以下この号において同じ。）に規定する申請者の

次条各号に掲げる者に対する関係と同様の関係を有する場合における当該特定の者 

 

（子会社等） 

第二条 法第六条第四号の申請者の子会社等は、次の各号に掲げる者とする。ただし、

事業上の関係からみて申請者が当該各号に掲げる者の事業の方針の決定を支配するこ

とができないことが明らかであると認められる者は、この限りでない。 

一 申請者が自己の計算において所有している議決権と申請者と出資、人事、資金、

技術、取引等において緊密な関係があることにより申請者の意思と同一の内容の議

決権を行使すると認められる者及び申請者の意思と同一の内容の議決権を行使する

ことに同意している者が所有している議決権とを合わせて、他の法人又は法人でな

い団体で代表者又は管理人の定めのあるもの（以下この条において「法人等」とい

う。）の議決権の三分の一以上を占めている場合（申請者が自己の計算において議

決権を所有していない場合を含む。）における当該他の法人等 

二 申請者（個人を除く。）の役員である者若しくは申請者の使用人である者又はこ

れらであった者 

三 前号に掲げる者を代表者とする者 

四 申請者（個人に限る。）を代表者とする者 

五 申請者（個人に限る。）又は申請者（個人を除く。）の役員の三親等以内の親族

である者 

六 前号に掲げる者を代表者とする者 

七 第二号に掲げる者が他の法人等の役員である者の三分の一以上を占めている場合

における当該他の法人等 

八 申請者が特定の者との間に当該特定の者の事業の方針の決定を支配する契約を締

結している場合における当該特定の者 

九 申請者が特定の者の資金調達額の総額の三分の一以上について融資を行っている

場合（申請者と出資、人事、資金、技術、取引等において緊密な関係のある者が行

う融資の額を合わせて資金調達額の総額の三分の一以上となる場合を含む。）にお

ける当該特定の者 

十 前各号に掲げる者のほか申請者が特定の者の事業の方針の決定を支配しているこ

とが推測される事実が存在する場合における当該特定の者 

十一 前各号に掲げる者が特定の者に対して、前各号（第二号から第六号までを除く。

以下この号において同じ。）に規定する申請者の前各号に掲げる者に対する関係と

同様の関係を有する場合における当該特定の者 
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（認証に当たり審査の対象となる使用人） 

第三条 裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律施行令第二条の法務省令で定め

る者は、副所長、所長代理その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、民間紛

争解決手続の業務に関し法第八条第一項第二号の事務所の業務を統括する者の権限を

代行し得る地位にある者とする。 

 

（認証の申請） 

第四条 法第五条の規定による法務大臣の認証を受けようとする者は、別紙様式第一号

により作成した法第八条第一項の申請書（以下「認証申請書」という。）に同条第二

項に規定する書類を添付して、これを法務大臣に提出しなければならない。 

 

（認証申請書のその他の記載事項） 

第五条 法第八条第一項第三号の法務省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

一 電話番号及び電子メールアドレス 

二 申請者が法律により直接に設立された法人又は特別の法律により特別の設立行為

をもって設立された法人である場合にあっては、その旨及び申請者を所管する大臣 

三 申請者が設立に関し許可又は認可を受けている法人である場合にあっては、その

旨及びその許可又は認可をした大臣又は国家公安委員会 

四 申請者（個人に限る。）の生年月日及び本籍（外国人にあっては、国籍。以下同

じ。） 

五 申請者（個人を除く。）の代表者の生年月日、本籍及び住所並びにその役員（代

表者を除く。）の氏名、生年月日、本籍及び住所 

六 法第八条第一項第二号の事務所の名称、電話番号及び電子メールアドレス 

七 民間紛争解決手続の業務を行う日及び時間 

八 申請者（個人を除く。）の主要議決権所有者（特定の者が自己の計算において所

有している議決権と当該特定の者と出資、人事、資金、技術、取引等において緊密

な関係があることにより当該特定の者の意思と同一の内容の議決権を行使すると認

められる者及び当該特定の者の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意し

ている者が所有している議決権とを合わせて、申請者の議決権の十分の一以上を占

めている場合（当該特定の者が自己の計算において議決権を所有していない場合を

含む。）における当該特定の者をいう。第十二条第一項第五号において同じ。）の

氏名又は名称、住所及び所有する議決権の割合 

九 申請者が他の事業（申請に係る民間紛争解決手続の業務以外の業務を行う事業を

いう。以下同じ。）を営んでいるときは、その事業の種類及び内容 

十 申請者（個人に限る。）又は申請者（個人を除く。）の役員が、他の事業を営む

者の使用人となり、又は他の法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めがあ

るものを含む。以下この号及び第十二条第一項第六号において同じ。）の役員若し

くは使用人となっているときは、当該申請者又は役員の氏名、これを使用する者の

氏名又は当該法人の名称、その住所及び当該事業の種類又は当該法人の業務の種類 

十一 申請者（個人を除く。）の役員が他の事業を営んでいるときは、その事業の種
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類 

十二 法第七条第九号及び第十号に規定する政令で定める使用人（以下「重要な使用

人」という。）の氏名、生年月日、本籍、住所及び職名又は呼称 

十三 その申請に係る民間紛争解決手続の業務の内容及びその実施方法の概要 

 

（認証申請書のその他の添付書類） 

第六条 法第八条第二項第四号に規定する法務省令で定める書類は、次に掲げる書類と

する。 

一 認証の申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表、収支計算書若

しくは損益計算書及び当該事業年度末の財産目録又はこれらに準ずるもの（申請者

が申請の日の属する事業年度に設立された法人又は法人でない団体で代表者又は管

理人の定めのあるものである場合にあっては、その設立時における財産目録） 

二 認証後における収支の見込みを記載した書類 

２ 法第八条第二項第五号の法務省令で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

一 申請者（法人に限る。）の登記事項証明書 

二 申請者（個人に限る。）又は申請者（個人を除く。）の役員及び重要な使用人の

本籍の記載された住民票の写し又はこれに代わる書面 

三 認証申請書に押された申請者（個人に限る。）又は申請者（個人を除く。）の代

表者の印鑑の証明書 

四 申請者、申請者（個人を除く。）の役員及び重要な使用人がそれぞれ別紙様式第

二号により作成した法第七条各号に該当しないことを誓約する書面 

五 申請者の組織の概要を記載した図面 

 

（手数料の納付方法） 

第七条 法第八条第三項（法第十二条第四項において準用する場合を含む。）の手数料

は、認証申請書に手数料の額に相当する額の収入印紙を貼って納めなければならない。 

 

（認証審査参与員からの意見聴取） 

第八条 法務大臣は、法第九条第三項（法第十二条第四項及び第二十三条第六項におい

て準用する場合を含む。次項において同じ。）の規定により認証審査参与員の意見を

聴取するときは、あらかじめ、次項に規定する意見書の様式及び提出期限その他必要

な事項を示すものとする。 

２ 法第九条第三項の規定による認証審査参与員の意見の提出は、理由を記載した意見

書を提出して行うものとする。 

 

（掲示） 

第九条 法第十一条第二項に規定する法務省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

一 認証紛争解決事業者がその専門的な知見を活用して和解の仲介を行う紛争の範囲 

二 手続実施者の選任の方法 

三 手続実施者の候補者の職業又は身分の概要 

四 認証紛争解決手続の実施に際して行う通知の方法 
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五 認証紛争解決手続の開始から終了に至るまでの標準的な手続の進行 

六 紛争の当事者が認証紛争解決事業者に対し認証紛争解決手続の実施の依頼をする

場合の要件及び方式 

七 認証紛争解決事業者が紛争の一方の当事者から前号の依頼を受けた場合において、

紛争の他方の当事者に対し、速やかにその旨を通知するとともに、当該紛争の他方

の当事者がこれに応じて認証紛争解決手続の実施を依頼するか否かを確認するため

の手続 

八 認証紛争解決手続において提出された資料の保管、返還その他の取扱いの方法 

九 認証紛争解決手続において陳述される意見又は提出され、若しくは提示される資

料に含まれる紛争の当事者又は第三者の秘密の取扱いの方法 

十 紛争の当事者が認証紛争解決手続を終了させるための要件及び方式 

十一 認証紛争解決事業者（手続実施者を含む。）が紛争の当事者から支払を受ける

報酬及び費用の額又は算定方法並びに支払方法 

十二 認証紛争解決事業者が行う認証紛争解決手続の業務に関する苦情の取扱い 

２ 法第十一条第二項の規定による掲示は、認証紛争解決事業者である旨及び前項各号

に規定する事項を認証紛争解決手続の業務を行う事務所に備え置く電子計算機の映像

面に表示する方法により行うことができる。 

 

（変更の認証を要しない軽微な変更） 

第十条 法第十二条第一項の法務省令で定める軽微な変更は、次に掲げる変更とする。 

一 法第八条第一項第二号の事務所の名称、所在地、電話番号又は電子メールアドレ

スの変更 

二 認証紛争解決手続の業務を行う日又は時間の変更 

三 前二号に掲げるもののほか、法第六条各号に掲げる基準に適合するかどうかにつ

いての判断の基礎となる事項に係る変更であって、認証紛争解決手続の業務を行う

知識又は能力の減少を伴わず、かつ、紛争の当事者に負担の増加その他の不利益を

及ぼすことがないもの 

 

（変更の認証の申請） 

第十一条 認証紛争解決事業者は、法第十二条第一項の規定による法務大臣の変更の認

証を受けようとするときは、別紙様式第三号により作成した同条第二項の申請書に同

条第三項に規定する書面を添付して、これを法務大臣に提出しなければならない。 

２ 法第十二条第三項の法務省令で定める書類は、法第八条第二項各号（第二号を除

く。）に掲げる書類のうち変更に係るものとする。 

 

（変更の届出） 

第十二条 法第十三条第一項第四号の法務省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

一 認証紛争解決事業者の電話番号又は電子メールアドレス 

二 認証紛争解決事業者（個人に限る。）の本籍 

三 認証紛争解決事業者（個人を除く。）の役員の氏名、生年月日、本籍又は住所 

四 認証紛争解決事業者（個人を除く。）の主要議決権所有者の氏名若しくは名称、
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住所又は所有する議決権の割合 

五 認証紛争解決事業者が他の事業を営んでいる場合のその事業の種類又は内容 

六 認証紛争解決事業者（個人に限る。）又は認証紛争解決事業者（個人を除く。）

の役員が、他の事業を営む者の使用人となり、又は他の法人の役員若しくは使用人

となっている場合の当該認証紛争解決事業者若しくは役員の氏名、これを使用する

者の氏名若しくは当該法人の名称、その住所又は当該事業の種類若しくは当該法人

の業務の種類 

七 認証紛争解決事業者（個人を除く。）の役員が他の事業を営んでいる場合のその

事業の種類 

八 重要な使用人の氏名、生年月日、本籍、住所又は職名若しくは呼称 

２ 認証紛争解決事業者は、法第十三条第一項に規定する届出をしようとするときは、

別紙様式第四号により作成した変更届出書に法第八条第二項第一号、第二号及び第五

号に掲げる書類のうち変更に係るものを添付して、これを法務大臣に提出しなければ

ならない。 

 

（紛争の当事者に対する説明） 

第十三条 法第十四条第四号の法務省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

一 認証紛争解決手続において陳述される意見若しくは提出され若しくは提示される

資料に含まれ、又は法第十六条に規定する手続実施記録（以下「手続実施記録」と

いう。）に記載されている紛争の当事者又は第三者の秘密の取扱いの方法 

二 紛争の当事者が認証紛争解決手続を終了させるための要件及び方式 

三 手続実施者が認証紛争解決手続によっては紛争の当事者間に和解が成立する見込

みがないと判断したときは、速やかに当該認証紛争解決手続を終了し、その旨を紛

争の当事者に通知すること 

四 紛争の当事者間に和解が成立した場合に作成される書面の有無及び書面が作成さ

れる場合には作成者、通数その他当該書面の作成に係る概要 

２ 認証紛争解決事業者は、法第十四条に規定する説明をするに当たり紛争の当事者か

ら書面の交付を求められたときは、書面を交付して説明をしなければならない。 

 

（手続実施記録の作成及び保存） 

第十四条 法第十六条第六号に規定する法務省令で定める事項は、次に掲げる事項とす

る。 

一 認証紛争解決手続において請求がされた年月日及び当該請求の内容 

二 認証紛争解決手続の結果が和解の成立である場合にあっては、その和解の内容 

２ 認証紛争解決事業者は、手続実施記録を、その実施した認証紛争解決手続が終了し

た日から少なくとも十年間保存しなければならない。 

 

（合併の届出等） 

第十五条 認証紛争解決事業者は、法第十七条第一項に規定する届出をしようとすると

きは、別紙様式第五号により作成した合併等届出書に次の各号に掲げる区分に応じそ

れぞれ当該各号に定める書類を添付して、これを法務大臣に提出しなければならない。 
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一 法第十七条第一項第一号に規定する合併（法人でない団体で代表者又は管理人の

定めのあるものが行う合併に相当する行為を含む。以下この条において同じ。） 

合併の経緯を説明した書面、合併に係る契約書の写し及び合併後存続する法人（法

人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下この条において同

じ。）又は合併により設立される法人の定款、寄付行為その他の基本約款（以下

「基本約款」という。）を記載した書面及び登記事項証明書 

二 同項第二号に規定する営業又は事業の全部又は一部の譲渡 営業又は事業の全部

又は一部の譲渡の経緯を説明した書面、営業又は事業の全部又は一部の譲渡に係る

契約書の写し及び営業又は事業の全部又は一部の譲渡の相手方が法人である場合に

あってはその基本約款を記載した書面及び登記事項証明書 

三 同項第三号に規定する分割 分割の経緯を説明した書面、分割計画書又は分割契

約書の写し及び分割により認証紛争解決手続の業務に係る営業又は事業の全部又は

一部を承継する法人の基本約款を記載した書面及び登記事項証明書 

四 同項第四号に規定する業務の廃止 業務の廃止の経緯を説明した書面 

２ 法第十七条第一項各号に掲げる行為をした者（同項第一号に掲げる行為にあっては、

合併後存続する法人又は合併により設立される法人）は、遅滞なく、その旨を記載し

た書類に当該行為をしたことを証する書類を添えて、その旨を法務大臣に届け出なけ

ればならない。 

 

（解散の届出） 

第十六条 法第十八条第一項に規定する届出をする者は、別紙様式第六号により作成し

た解散届出書に清算人を記載した登記事項証明書（法人でない団体で代表者又は管理

人の定めのあるものである認証紛争解決事業者が解散に相当する行為をした場合にあ

っては、当該行為をしたことを証する書類）を添付して、これを法務大臣に提出しな

ければならない。 

 

（事業報告書） 

第十七条 法第二十条の事業報告書は、別紙様式第七号により作成しなければならない。 

 

（報告） 

第十八条 認証紛争解決事業者は、法務大臣から法第二十一条第一項の規定により報告

を求められたときは、報告書を提出しなければならない。 

２ 法務大臣は、前項の報告を求めるときは、報告書の様式及び提出期限その他必要な

事項を明示するものとする。 

 

（職員の身分証明書の様式） 

第十九条 法第二十一条第二項の証明書は、別紙様式第八号によるものとする。 

 

（認証紛争解決手続の業務に関する情報の公表） 

第二十条 法第三十一条に規定する法務省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

一 認証紛争解決事業者の電話番号、電子メールアドレス及びホームページアドレス 
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二 認証紛争解決手続の業務を行う事務所の名称、電話番号及び電子メールアドレス 

三 認証紛争解決手続の業務を行う日及び時間 

四 第九条第一項各号に掲げる事項 

五 認証紛争解決事業者及び認証紛争解決手続に関する統計 

 

附 則 

 

この省令は、法の施行の日（平成十九年四月一日）から施行する。 


